
 

平成 １８ 年 ４ 月期  個別中間財務諸表の概要    平成１７年１２月１４日 

会 社 名  株式会社 メガネスーパー       上場取引所    ＪＱ 
コード番号    ３３１８             本社所在都道府県 神奈川県 
（ＵＲＬ http://www.meganesuper.co.jp ） 
代  表  者 役  職  名    代表取締役社長 
        氏    名  田中 由子 
問い合わせ先  責任者役職名  常務取締役 
        氏    名  黒羽 誠一       ＴＥＬ（０４６５）２４－３６１１ 
決算取締役会開催日  平成１７年１２月１４日     中間配当制度の有無  有  

中間配当支払開始日  平成１８年 １月１６日     単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

１．１７年１０月中間期の業績（平成１７年 ５月 １日～平成１７年１０月３１日） 

(1) 経営成績                                （単位：百万未満切捨） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

17 年 10 月中間期 

16 年 10 月中間期 

百万円   ％ 

17,628（   0.1） 

17,611（   7.1） 

百万円   ％ 

1,459（△29.4） 

2,067（ 106.7） 

百万円   ％ 

1,477（△28.0） 

2,053（ 117.4） 

17 年 4 月期 35,194           3,520           3,497           

 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 

 

17 年 10 月中間期 

16 年 10 月中間期 

百万円   ％ 

323（△65.8） 

945（ 107.3） 

円  銭 

23  93 

86  04 

17 年 4 月期 1,353           100  16 

(注)①期中平均株式数 17年10月中間期13,531,463株16年10月中間期10,992,386株17年4月期13,190,394株 
②会計処理の方法の変更   無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 

 

 

 

17 年 10 月中間期 

16 年 10 月中間期 

円 銭 

10  00 

7  50 

円 銭 

     ―  ― 

     ―  ― 

17 年 4 月期       ―  ― 25  00  

(注)17 年 4 月期配当金の内訳 普通配当金 15 円 00 銭 記念配当金 10 円 00 銭 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 

17 年 10 月中間期 

16 年 10 月中間期 

百万円 

35,967 

34,965 

百万円 

11,018 

9,708 

％ 

30.6 

27.8 

円  銭 

799  11 

883  21 

17 年 4 月期 35,191 10,031 28.5 758    17 

(注)①期末発行済株式数17年10月中間期13,788,260株16年10月中間期10,992,350株17年4月期13,189,140株 
②期末自己株式数  17年10月中間期   2,620株16年10月中間期    50株17年4月期   1,740株 

２．１８年４月期の業績予想（平成１７年 ５月 １日～平成１８年 ４月３０日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通  期 

百万円 

36,108 

百万円 

3,640 

百万円 

1,133 

円 銭 

10  00 

円 銭 

20  00 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  82円 16銭 
(注)１株当たり予想当期純利益（通期・個別）は、平成17年7月19日付新株式発行600,000株を加えた平成17
年10月中間期発行済株式総数13,790,880株により算出しております。 
 

 

※上記に記載した業績予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されたもの

であります。実際の業績等は、今後様々な要因により当該予想数値と異なる場合があります。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年10月31日現在) 

当中間会計期間末 

(平成17年10月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年４月30日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   3,088,562   4,381,445   3,531,889  

２ 受取手形   63   ―   ―  

３ 売掛金   888,114   820,539   970,012  

４ たな卸資産   3,531,247   3,864,059   3,809,173  

５ その他   935,942   942,283   910,536  

貸倒引当金   △21,393   △21,767   △20,436  

流動資産合計   8,422,537 24.1  9,986,560 27.8  9,201,176 26.1 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物 ※１ 9,644,928   9,861,845   9,760,189   

減価償却累計額  △4,809,041 4,835,886  △5,588,403 4,273,442  △5,445,870 4,314,318  

(2) 土地 ※１  7,959,031   7,195,000   7,866,564  

(3) 建設仮勘定   30,040   ―   ―  

(4) その他  4,883,574   5,043,178   4,987,502   

減価償却累計額  △3,363,471 1,520,102  △3,611,106 1,432,071  △3,516,745 1,470,757  

有形固定資産合計   14,345,060 41.0  12,900,514 35.9  13,651,640 38.8 

２ 無形固定資産   225,488 0.7  225,938 0.6  242,071 0.7 

３ 投資その他の資産           

(1) 敷金及び保証金 ※１  9,465,643   10,043,480   9,626,071  

(2) その他 ※１  2,548,704   2,811,507   2,498,329  

貸倒引当金   △80,341   △58,582   △86,247  

投資その他の資産 
合計 

  11,934,006 34.1  12,796,405 35.6  12,038,154 34.2 

固定資産合計   26,504,555 75.8  25,922,857 72.1  25,931,866 73.7 

Ⅲ 繰延資産           

社債発行費   38,906   58,316   58,633  

繰延資産合計   38,906 0.1  58,316 0.1  58,633 0.2 

資産合計   34,965,998 100.0  35,967,735 100.0  35,191,675 100.0 

           



ファイル名:100_9389400661801.doc 更新日時:12/12/2005 4:51:00 PM 印刷日時:05/12/13 17:20 

―  ― 40

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年10月31日現在) 

当中間会計期間末 

(平成17年10月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年４月30日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   3,273,968   3,272,120   3,162,466  

２ 買掛金   1,502,565   1,554,878   1,792,302  

３ 短期借入金 ※１  2,878,756   2,776,152   2,764,756  

４ 未払法人税等   1,015,284   841,212   692,517  

５ 未払費用   1,387,926   1,421,910   1,858,095  

６ その他 ※1.3  1,374,335   1,401,761   1,387,817  

流動負債合計   11,432,836 32.7  11,268,035 31.3  11,657,955 33.1 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   2,687,500   3,662,500   3,075,000  

２ 長期借入金 ※１  4,910,181   3,609,364   4,173,303  

３ 退職給付引当金   884,158   956,179   922,561  

４ 役員退職慰労引当金   1,483,313   1,483,313   1,483,313  

５ 預り保証金   3,858,050   3,969,990   3,847,560  

６ その他   1,366   ―   ―  

固定負債合計   13,824,569 39.5  13,681,346 38.1  13,501,737 38.4 

負債合計   25,257,405 72.2  24,949,381 69.4  25,159,693 71.5 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   1,071,080 3.1  1,532,360 4.2  1,071,080 3.0 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  1,006,600   1,467,880   1,006,600   

資本剰余金合計   1,006,600 2.9  1,467,880 4.1  1,006,600 2.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  19,350   19,350   19,350   

２ 任意積立金           

別途積立金  5,092,710   5,092,710   5,092,710   

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

 2,513,033   2,898,915   2,838,349   

利益剰余金合計   7,625,093 21.8  8,010,975 22.3  7,950,409 22.6 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  5,928 0.0  12,084 0.0  7,312 0.0 

Ⅴ 自己株式   △109 0.0  △4,946 0.0  △3,420 0.0 

資本合計   9,708,593 27.8  11,018,353 30.6  10,031,982 28.5 

負債資本合計   34,965,998 100.0  35,967,735 100.0  35,191,675 100.0 
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② 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   17,611,108 100.0  17,628,577 100.0  35,194,799 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,755,208 27.0  4,880,656 27.7  9,532,802 27.1 

売上総利益   12,855,900 73.0  12,747,920 72.3  25,661,996 72.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   10,788,639 61.3  11,288,878 64.0  22,141,274 62.9 

営業利益   2,067,260 11.7  1,459,042 8.3  3,520,722 10.0 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  6,103   6,101   12,474   

２ その他 ※１ 122,745 128,849 0.8 130,251 136,353 0.8 245,249 257,724 0.7 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  89,649   63,958   155,543   

２ シンジケートローン 
  手数料 

 4,859   4,062   9,415   

３ その他  48,456 142,966 0.8 49,495 117,516 0.7 116,134 281,093 0.8 

経常利益   2,053,143 11.7  1,477,878 8.4  3,497,353 9.9 

Ⅵ 特別利益 ※２  ― ―  55,093 0.3  1,700 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※3.5  148,994 0.9  762,028 4.3  814,102 2.3 

税引前中間(当期) 
純利益 

  1,904,149 10.8  770,944 4.4  2,684,951 7.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

 964,992   728,017   1,235,431   

法人税等調整額  △6,619 958,373 5.4 △280,869 447,148 2.6 95,986 1,331,417 3.8 

中間(当期)純利益   945,776 5.4  323,796 1.8  1,353,534 3.8 

前期繰越利益   1,567,257   2,575,119   1,567,257  

中間(決算)配当額   ―   ―   82,442  

中間(当期)未処分 
利益 

  2,513,033   2,898,915   2,838,349  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法 

①子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法 

①子会社株式 

同左 

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法 

①子会社株式 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

商品 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物      15年～45年 

その他     ４年～15年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可

能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。 

②無形固定資産 

  定額法によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

②無形固定資産 

同左 

４ 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(３年)による

定額法により翌会計年度から費

用処理しております。 

②退職給付引当金 

      同左 

②退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(３年)による

定額法により翌会計年度から費

用処理しております。 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額の

100％を計上しておりました

が、役員退職慰労金規程は平成

16年４月末日をもって廃止とな

り、役員退職慰労引当金は、役

員退職慰労金制度適用期間中か

ら在任している役員に対する支

給予定額であります。 

③役員退職慰労引当金 

同左 

 

 

 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額の100％

を計上しておりましたが、役員

退職慰労金規程は平成16年４月

末日をもって廃止となり、役員

退職慰労引当金は、役員退職慰

労金制度適用期間中から在任し

ている役員に対する支給予定額

であります。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについて特例処理を採用

しております。 

６ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

金利スワップ 借入金の利息 
 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

       同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

       同左 

③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を

行う方針であります。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象の元本は、金額、契約期間

等が一致しており、金利スワッ

プ特例処理の要件に合致すると

判断されるため、当該判定をも

って有効性の判定に代えており

ます。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

⑤その他リスク管理方法のうちヘ

ッジ会計に係るもの 

デリバティブ取引は財務担当役

員による個別取引ごとの決裁を

得て財務部が実行し、毎月デリ

バティブ取引の残高状況、評価

損益状況を把握しております。 

⑤その他リスク管理方法のうちヘ

ッジ会計に係るもの 

同左 

 

 

⑤その他リスク管理方法のうちヘ

ッジ会計に係るもの 

同左 

 

 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

 

会計処理の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

 

 

 

――――――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

これにより税引前中間純利益が

678,856千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表規則に基づき

当該各資産の金額から直接控除して

おります。 

 

 

 

 

――――――――― 
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追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

（中間損益計算書） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示について実務

上の取り扱い」（企業会計基準委員

会 実務対応報告12号 平成16年２

月13日）を適用しており、法人事業

税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

36百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が同額減少

しております。 

 

 

 

――――――――― 

 

 

 

 

（損益計算書） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当期から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号 平成16年２月13日）

を適用しており、法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費が

79百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が同額減少

しております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年10月31日現在) 

当中間会計期間末 
(平成17年10月31日現在) 

前事業年度末 
(平成17年４月30日現在) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

イ 担保提供資産 

建物 1,812,072千円 

土地 3,949,395千円 

敷金及び 

保証金 
422,400千円 

 計 6,183,868千円 
 

※１ 担保資産及び担保付債務 

イ 担保提供資産 

建物 1,469,861千円 

土地 3,433,915千円 

敷金及び 

保証金 
60,000千円 

 計 4,963,776千円 
 

※１ 担保資産及び担保付債務 

イ 担保提供資産 

建物 1,504,088千円 

土地 3,949,395千円 

敷金及び 

保証金 
422,400千円 

 計 5,875,884千円 
 

ロ 上記担保資産に対する債務 

短期借入金 740,800千円 

長期借入金 2,178,600千円 

 計 2,919,400千円 

また、上記担保のほか、投

資有価証券23,230千円を商

品券(17,899千円、流動負

債「その他」に含め表

示。)発行保全のため、横

浜地方法務局小田原支局に

供託しております。 

ロ 上記担保資産に対する債務 

短期借入金 564,200千円 

長期借入金 2,114,400千円 

 計 2,678,600千円 

また、上記担保のほか、投

資有価証券23,128千円及び

投資その他の資産「その

他」10,000千円を商品券

(24,277千円、流動負債

「その他」に含め表示。)

発行保全のため、横浜地方

法務局小田原支局に供託し

ております。 

ロ 上記担保資産に対する債務 

短期借入金 651,200千円 

長期借入金 1,886,500千円 

 計 2,537,700千円 

また、上記担保のほか、投

資有価証券23,218千円及び

投資その他の資産「その

他」10,000千円を商品券

(42,084千円、流動負債

「その他」に含め表示。)

発行保全のため、横浜地方

法務局小田原支局に供託し

ております。 

 ２ 偶発債務 

イ 株式会社ザ・マスターズコ

ーポレーションが販売した

ゴルフ場会員権購入ローン

に対して次のとおり債務保

証を行っております。 

 923千円 
 

 ２ 偶発債務 

イ  ――――― 

 ２ 偶発債務 

イ  ――――― 

ロ 株式会社ハッチの金融機関

からの借入金に対して次の

とおり債務保証を行ってお

ります。 

 973,700千円 
 

ロ 株式会社ハッチの金融機関

からの借入金等に対して次

のとおり債務保証を行って

おります。 

 1,008,000千円 
 

ロ 株式会社ハッチの金融機関

からの借入金等に対して次

のとおり債務保証を行って

おります。 

 993,400千円 
 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、金額的重要

性が乏しいため流動負債の

「その他」に含め表示してお

ります。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３ 

――――― 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

※１ 営業外収益のその他のうち主

な内容は、次のとおりであり

ます。 

受取配当金 29,076千円

集中加工室 

管理収入 
26,371千円

事務受託収入 23,784千円
 

※１ 営業外収益のその他のうち主

な内容は、次のとおりであり

ます。 

受取配当金 29,088千円

集中加工室 

管理収入 
24,465千円

事務受託収入 24,426千円
 

※１ 営業外収益のその他のうち主

な内容は、次のとおりであり

ます。 

受取配当金 29,335千円

集中加工室 

管理収入 
53,338千円

事務受託収入 48,886千円
 

※２  

――――― 

※２ 特別利益のうち主な内容は、

次のとおりであります。 

営業補償料 31,926千円
 

※２ 特別利益のうち主な内容は、

次のとおりであります。 

ゴルフ会員権 

売却益 
1,700千円

 
※３ 特別損失のうち主な内容は、

次のとおりであります。 

   固定資産売却損 

       

――――― 

※３ 特別損失のうち主な内容は、

次のとおりであります。 

固定資産売却損 

建物 114千円

土地 16,044千円

 計 16,158千円
 

※３ 特別損失のうち主な内容は、

次のとおりであります。 

固定資産売却損 

土地 41,747千円 

 計 41,747千円 

   なお、当該土地売却損は関係

会社との取引に係わるもので

あります。 

固定資産除却損 

建物 41,883千円

その他 

有形固定資産 
16,589千円

 計 58,472千円
 

固定資産除却損 

建物 46,159千円

その他 

有形固定資産 
5,256千円

 計 51,416千円
 

固定資産除却損 

建物 74,053千円

その他 

有形固定資産 
25,716千円

 計 99,770千円
 

店舗閉鎖損失  69,042千円 

(店舗閉鎖損失の内容は、

店舗閉鎖に伴う原状復帰

費用等であります。) 

店舗閉鎖損失  15,596千円 

(店舗閉鎖損失の内容は、

店舗閉鎖に伴う原状復帰

費用等であります。) 

店舗閉鎖損失 154,558千円 

(店舗閉鎖損失の内容は、

店舗閉鎖に伴う原状復帰

費用等であります。) 

 ４ 減価償却実施額は、次のとお

りであります。 

有形固定資産 338,092千円

無形固定資産 47,170千円
 

 ４ 減価償却実施額は、次のとお

りであります。 

有形固定資産 319,632千円

無形固定資産 39,390千円
 

 ４ 減価償却実施額は、次のとお

りであります。 

有形固定資産 707,801千円

無形固定資産 91,402千円
 

 ※５ 減損損失 

   当中間会計期間において、収

益性が悪化しているホテル及

び市場価格が下落している遊

休資産について減損損失を計

上しました。 

用途 場所 種類 
金額 

（千円） 

ホテル 
神奈川県 

箱根町他2件 
土地 535,209 

建物 44,192 
遊休 

北海道 

門別町他3件 土地 99,455 

計 678,856 
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前中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

 眼鏡等小売事業については、

営業管理上の区分に基づいた

エリア地域別にグルーピング

を行い、ゴルフ事業について

は、１つの資産グループと

し、その他の事業のホテル及

び遊休資産については、個々

の物件単位にグルーピングを

行っております。 

ホテル及び遊休資産の回収可

能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、原則として

不動産鑑定評価基準に基づき

算定しております。 
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

中間 

期末残高 

相当額 

(千円) 

その他有形 

固定資産 
439,520 267,854 171,666 

無形 

固定資産 
45,375 29,747 15,627 

合計 484,895 297,602 187,293 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

中間 

期末残高 

相当額 

(千円) 

その他有形 

固定資産 
530,301 298,824 231,476 

無形 

固定資産 
45,375 38,822 6,552 

合計 575,676 337,647 238,028 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

その他有形 

固定資産 
580,237 306,521 273,716 

無形 

固定資産 
45,375 34,285 11,089 

合計 625,612 340,806 284,805 

  

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注)  

同左 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 92,380千円 

１年超 94,912千円 

合計 187,293千円 

  

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 92,448千円 

１年超 145,580千円 

合計 238,028千円 

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 108,462千円 

１年超 176,343千円 

合計 284,805千円 

  

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注)  

同左 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 48,539千円 

減価償却費 

相当額 
48,539千円 

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 59,643千円 

減価償却費 

相当額 
59,643千円 

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 98,290千円 

減価償却費 

相当額 
98,290千円 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年10月31日現在) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成17年10月31日現在) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成17年４月30日現在) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

１株当たり純資産額 883円21銭 799円11銭 758円17銭 

１株当たり中間(当期)純利益 86円04銭 23円93銭 100円16銭 

 なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 

当社は、平成15年11月28

日付で株式１株に付き15

株の割合で株式分割を行

っております。当該株式

分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間

会計期間における１株当

たり情報の各数値は、次

のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 

728円25銭 

１株当たり中間純利益 

45円65銭 

同左 

 

 

 

 

――― 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 

当社は、平成16年12月20

日付で株式１株に付き

1.2株の割合で株式分割

を行っております。当該

株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前

事業年度における１株当

たり情報の各数値は、次

のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 

  681円10銭 

１株当たり当期純利益 

81円90銭 

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日) 

中間(当期)純利益 (千円) 945,776 323,796 1,353,534 

普通株主に 
帰属しない金額 

(千円) ― ― 32,420 

（うち、利益処分に 

よる役員賞与金） 
(千円) （―） （―） （ 32,420）

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(千円) 945,776 323,796 1,321,114 

普通株式の 
期中平均株式数 

(株) 10,992,386 13,531,463 13,190,394 

 



ファイル名:110_9389400661801.doc 更新日時:12/13/2005 1:56:00 PM 印刷日時:05/12/13 17:21 

―  ― 52

(重要な後発事象) 

前中間会計期間（自 平成16年５月１日 至 平成16年10月31日） 

 当社は、平成16年９月15日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決

議をしております。 

 当該株式分割の内容は、次のとおりであります。 

 １ 平成16年12月20日付をもって平成16年10月31日最終の株主名簿に記載された株主の所有株

式数を１株に付き1.2株の割合をもって分割する。 

 ２ 分割により増加する株式数 普通株式 2,198,480株 

 ３ 配当起算日  平成16年11月１日 

   前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値は、 

   それぞれ次のとおりであります。 

前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

１株当たり純資産額   551円67銭 

１株当たりの中間純利益  34円58銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額   736円01銭 

１株当たりの中間純利益  71円70銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額   682円65銭 

１株当たりの当期純利益  77円15銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 

当中間会計期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年10月31日） 

     該当事項はありません。 

 

前事業年度(自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日) 

 一般募集による新株式発行 

当社は平成17年６月30日開催の取締役会において一般募集による新株発行を決議し、平成17年

７月19日に払込が完了致しました。この結果、平成17年７月19日付で資本金1,532,360千円、

発行済株式総数は13,790,880株となっております。 

 １ 発行する株式の種類及び数 普通株式 600,000株 

 ２ 発行価額    １株につき    1,537円60銭 

 ３ 発行価額の総額          922,560千円 

 ４ 資本組入額   １株につき     768円80銭 

 ５ 配当起算日          平成17年５月１日 

 ６ 資金の使途 

    全額を新規出店資金等の設備投資資金に充当する予定であります。 
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(2) 【その他】 

第30期（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）中間配当については、平成17年10月５日 

開催の取締役会において、平成17年10月31日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録さ 

れた株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議致しました。 

    １ 中間配当金の総額                137百万円 

    ２ １株当たり中間配当金              10円00銭 

   ３ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成18年１月16日 


